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不振に苦しんだ。特に過去世界一を続けてきた GM の凋落は著しく、これが NUMMI から
の撤退の直接的な理由となった。 

















































































である。作業ミス、品質不良、設備トラブルのいずれも、「It’s not my job」という態度では
迅速な解決は困難であるし、再発防止もできないためである。 




















































































































































































































































































































































































































































































































って「Hava a break, hava a KitKat」に対する社内の理解が統一されていなかったのは当然だ
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